
共同経営・統合新病院に係る基本計画（案） 概要版 令和７年２月 青森県・青森市

１ 基本方針

第１ 全体計画

青森県と青森市の共同経営による統合新病院は、青森県立中央病院が担ってきた「県全域

を対象とした高度、専門、政策医療の拠点病院」としての役割、青森市民病院が担ってきた

「青森地域保健医療圏における中核病院」としての役割を継承します。

（１）両病院が担う役割の継承

統合新病院は、県の中央部に位置する青森市の中でも高速道路から比較的近く、全県か

らアクセスしやすい浜田中央公園・県営スケート場周辺の立地の良さを最大限に生かした

病院を整備することで、青森県立中央病院が担う基幹災害拠点病院としての役割、及び青

森市民病院が担う地域災害拠点病院としての役割を果たし、災害発生時における診療の継

続性を確保します。

（２）災害発生時における診療の継続性の確保

統合を契機に、最新の医療機器等の整備による医療機能・サービスの更なる充実、医師

や看護師等の医療従事者の集約化、人材確保・育成、地域の医療機関等への支援の強化等

により、安全で質の高い医療を提供します。

また、統合新病院開院までの期間においても、青森県立中央病院及び青森市民病院は、

地域医療連携推進法人制度の活用等により、連携・機能集約分化を図りつつ、地域医療を

支え、患者に寄り添った医療を提供し、県民・市民の皆様に統合効果を早期から感じてい

たただけるよう取り組みます。

これらの取組により、青森地域保健医療圏をはじめ、県全体の医療水準の向上と均てん

化に貢献します。

（３）統合による安全で質の高い医療の提供

（７） 地域との共生に配慮した施設整備

２ 施設整備方針

（１）地域医療を守り、安全で良質な医療を提供するための施設整備

（２）災害に強い施設整備

（３）感染症への即応力が高い施設整備

（５）働きやすく魅力ある職場環境の整備

（４）安全・安心な療養環境等の整備

⚫ 高度急性期医療や専門医療に加え、圏域における中核病院として必要な医療を提供するため

の施設機能を整備するとともに、効率的かつ機能的な構造・部門配置を計画します。

⚫ 重症系病床（ＩＣＵ等）の充実、ハイリスク妊娠・分娩、早産児、低出生体重児及び先天性

疾患を有する児に対応できる病床、充実した手術室機能、遠隔診療ができるシステム、専用

諸室等を整備します。

⚫ 基幹災害拠点病院等として、大規模災害発生時においても医療活動が継続して行えるよう、

ライフラインの確保をはじめ災害に強い施設、設備を整備します。

⚫ ヘリポート、十分なトリアージスペース、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）活動拠点ス

ペース、医療資材・食糧等の備蓄スペース等を整備します。

⚫ 周辺の医療機関と連携しながら、新興・再興感染症拡大時に感染症対応と通常の医療を両

立して継続できる施設を計画します。

⚫ 可能な限り一般患者と分離した動線を確保するとともに、流行状況に合わせて柔軟に受け

入れできる病床・治療室等を整備します。

⚫ 全ての病院職員がそれぞれの専門性を最大限に発揮できる働きやすい職場環境を整備し、

医療従事者の安定的な確保と人が育つ環境を整備した施設を計画します。

⚫ 優秀な医療従事者を確保・育成するための教育・研修機能を整備します。

⚫ 少子高齢化の進展などによる医療需要の変化や医療制度の見直し等、将来の医療環境の変

化に対し、柔軟かつコストを抑えながら、効率的に病院運営できる施設を計画します。

⚫ 拡張性も考慮した施設計画、ライフサイクルコストに配慮した構造・形状・材料・設備を

採用します。

⚫ 道路交通などの課題に適切に対応するとともに、隣接する浜田中央公園との一体的な機能

整備を図るなど地域の安全・安心を支えるエリア拠点として県民・市民に愛される施設を

目指し、周辺環境や景観と調和した施設を計画します。

⚫ ユニバーサルデザインの採用や機能的な施設配置、スムーズな動線の確保により、誰もが

安全・安心に利用できる施設を計画します。

⚫ 医療安全、感染症対策、待ち時間の短縮、プライバシー・セキュリティ対策、個室の充実

に配慮した、安全・安心な療養環境を整備します。
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（６）医療需要の変化や医療技術の進展に柔軟に対応できる施設整備
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（１）５疾病６事業への対応

5疾病 主な診療機能

がん医療

➢ 都道府県がん診療連携拠点病院として、がん医療の基幹的役割を担いま

す。

➢ 手術支援ロボットの活用などによる手術、外来化学療法の拡充などによ

る薬物療法、放射線治療などを組み合わせた集学的治療を行います。

脳卒中等の

脳血管疾患医療

➢ 脳卒中などの脳血管疾患や脳腫瘍に対応する急性期病院として、脳血管

内治療や外科的治療を行います。

➢ 高度な治療を24時間行う包括的脳卒中センターの施設認定取得を目指し

ます。

心筋梗塞等の

心血管疾患医療

➢ 急性心筋梗塞や重症心不全などの心血管疾患に対応する急性期病院とし

ての役割を担います。

糖尿病医療
➢ 急性増悪時の治療や慢性合併症治療など糖尿病に対する専門的な医療を

提供します。

精神疾患医療
➢ メンタルヘルス外来を設置するほか、身体的治療及び精神的治療が必要

な救急患者に対応します。

6事業 主な診療機能

救急医療

➢ 入院を必要とする重篤な救急患者に24時間365日対応する体制を整備し
ます。

➢ 一次救急・二次救急を担う医療機関等との連携・機能分担を進め、青森
地域保健医療圏全体で救急医療提供体制の維持・確保に取り組みます。

災害医療

➢ 基幹災害拠点病院として、災害発生時の重篤救急患者の救命医療を行う
とともに、これまでの地域災害拠点病院としての役割を継承し、災害医
療の拠点としての役割を担います。

➢ 原子力災害拠点病院として、被ばく傷病者等に適切な診療等を行える施
設等を別棟で整備します。

新興感染症発生・

まん延時における

医療

➢ 第一種及び第二種感染症指定医療機関として、感染症患者に対し適切な
医療を提供します。

➢ 感染拡大時を想定し、転用スペース等を含めた感染症対応病床の増強、
対応設備等の整備など、機能・体制を充実・強化します。

へき地医療
➢ へき地医療拠点病院として、住み慣れた地域で必要な診療を受けること

ができる体制を構築します。

周産期医療

➢ 総合周産期母子医療センターとして、本県における周産期医療の基幹的
役割を担います。

➢ 他の医療機関で対応が困難なハイリスクの妊産婦や低出生体重児に対し
て高度な周産期医療を提供します。

小児医療

➢ 小児地域医療センターとして、他の医療機関で対応困難な患者の入院医
療や救急医療に対応します。

➢ 小児中核病院である弘前大学医学部附属病院などと連携し、血液、神経、
心臓などの疾患に対応します。

３ 統合新病院の診療機能
（２）その他の主な診療機能

一般病床については、両病院の患者見込数、人口減少等を踏まえ、751床とします。
また、感染症病床については、青森県保健医療計画等を考慮し6床とします。

４ 病床数・病棟構成

病床区分 病棟区分 種 類 病床数

一般病床

751床

救命救急部門
EICU：救命救急集中治療室(10)

EHCU：救命救急高度治療室(12)
22床

集中治療部門
GICU：総合集中治療室(8)

GHCU：総合高度治療室(10)
18床

総合周産期母子医療センター

MFICU：母体・胎児集中治療室(9)

NICU：新生児集中治療室 (15)

GCU：新生児治療回復室(9)

33床

被ばく傷病者対応病床 1床

上記を除く一般病床 677床

感染症病床

6床

第一種感染症病床 2床

第二種感染症病床 4床

総病床数 757床

（３）診療科目

総合病院として次に掲げる39診療科目を基本とします。また、更なる診療内容の充実に努めます。

診療科目

呼吸器内科・感染症科、消化器内科、循環器内科、脳神経内科、血液内科、糖尿病・内分泌内科、
緩和ケア内科、腫瘍内科、外科、呼吸器外科、心臓血管外科、脳神経外科、乳腺外科、

肝胆膵外科、整形外科、形成・再建外科、メンタルヘルス科、リウマチ膠原病内科、小児科、

成育科、新生児科、皮膚科、泌尿器科、産科、婦人科、眼科、耳鼻咽喉科・頭頚部外科、

リハビリテーション科、心大血管リハビリテーション科、放射線科、放射線治療科、

歯科口腔外科、麻酔科、病理診断科、臨床検査科、救急科、総合診療科、神経血管内治療科、

腫瘍心療内科

●在宅医療 ●先進的な医療 等
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敷地面積

約88,500㎡
① 県営スケート場 42,942㎡
② サンドーム（青森市屋内グラウンド） 15,642㎡
③ 浜田中央公園 30,000㎡

用途地域 準工業地域（容積率200%、建ぺい率60%）

周辺道路

A  一般国道7号（青森環状道路） 幅員13.25ｍ【片側】
B  市道浜田54号線 幅員10ｍ（都市計画道路として道路拡幅の計画有）
C  市道荒川13号線 幅員25ｍ
D  市道荒川14号線 幅員20ｍ
E  青森自動車道（青森中央インターチェンジ）

浸水想定区域 一部浸水想定区域（想定最大規模）に該当する。

１ 整備候補地の概要

第２ 施設整備計画

２ 敷地利用計画

整備候補地は浜田中央公園・県営スケート場周辺であり、概要は以下のとおりです。

建物 階数 概算面積 備考

病院棟 地上９階程度 約72,600㎡

緊急医療施設 地上２階程度 約1,000㎡ 病院棟と渡り廊下で接続

院内保育所 地上１階程度 約600㎡

来院者用立体駐車場 地上４階程度 約15,600㎡ 約700台、病院棟と渡り廊下で接続

職員用立体駐車場 地上６階程度 約23,400㎡ 約950台（公用車を含む。）

ヘリポート・格納庫 職員用立体駐車場の屋上部に設置し、病院棟と渡り廊下で接続

３ 建築計画

【階層イメージ図】

４ 整備スケジュール

令和14年（西暦2032年）10月の開院を目指し、統合新病院の整備を進めます。

なお、令和７年度は基本設計を発注しますが、昨今、建設工事の発注や工期等を巡って不確実

性が増していることから、設計段階において必要な見直しを行います。

【P5のとおり】

1

2

3

A 一般国道７号（青森環状道路）幅員13.25ｍ【片側】

B 市道浜田54号線 幅員10ｍ
※都市計画道路として道路拡幅の計画有

D 市道荒川14号線 幅員20ｍ

E 青森自動車道
（青森中央インターチェンジ）

C 市道荒川13号線 幅員25ｍ
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第５ 財務計画

第４ 経営形態

⚫ 両病院の設置条例に定める病床数の割合（青森県3/5、青森市2/5）とし、個別に考慮すべき
事項については別に設定します。

１ 概算事業費

２ 整備費・運営費費用負担割合

（２）整備財源

（１）概算事業費

⚫ 病院事業債（特別分）の活用
⚫ 青森県地域医療介護総合確保基金を活用した補助金などの活用可能な財源の確保

（３）統合による整備の財政的効果

⚫ 統合することにより、両病院がそれぞれで建替えする場合に比べ、事業費の抑制や有利な財
源の活用などの財政的な効果が見込まれます。

⚫ 財政的効果額は、合計で212億円程度と試算されます。

区分 概算事業費 備考

本体工事費 648～729億円 延床面積約73,600㎡

設計・監理費 18億円

医療機器等購入費 120億円 医療機器、情報システム、什器備品

附帯施設工事費 59億円 立体駐車場、院内保育所、ヘリポート

その他 40億円 外構工事費、移転費、調査対策費等

合 計 885～966億円
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第３ その他の計画

⚫ 両病院を取り巻く環境は、近年、物価高騰や人件費の上昇、コロナ禍後の急激な患者減少など、

大きく変動し続けており、病院経営について中期的な展望を見通すことが困難な状況が続いて

います。

⚫ 一方で、両病院が災害医療・救急医療・周産期医療・感染症対策・へき地医療支援といった多

くの政策医療などについて、その役割を確実に果たすためには、厳しい経営環境に対応すると

ともに、県及び市による臨機で適切な支援が求められている状況にあります。

⚫ このような状況の中、両病院の統合に当たり経営形態を大きく見直すことは、統合新病院の経

営に新たな変動要因を抱えることから、開院時点においては、これまで同様、議会の関与の下、

知事・市長による適時・適切な支援により安定した経営の確保が期待される「企業団」としま

す。

⚫ なお、統合新病院がその役割を果たしていくためには、開院後の経営状況や、国の医療政策の

動向を踏まえた県・市・地域の医療機関等との連携のあり方、医師をはじめとした医療従事者

の確保など、多くの検討課題があることから、経営環境が安定し中期的な展望を見通すことが

可能となった段階で、国の医療政策の動向や地域の医療機関等との関係、医療従事者の需給動

向や労働環境等の職員の意向なども確認しつつ、「地方独立行政法人（非公務員型）」への移

行について検討します。

➢ 次世代型ホスピタルの実現等に向けた医療情報システムを構築します。

➢ 患者の待ち時間の短縮や利便性・サービスの向上を図る等のＩＣＴ・ＤＸ対応を進めます。

➢ 災害・セキュリティインシデント対策を講じます。

➢ 高度で質の高い医療を提供するため、適切な配置計画を検討し、経営的視点も考慮した医

療機器・什器備品を整備します。

⚫ 情報システム整備計画

⚫ 医療機器整備計画

⚫ 物流管理計画

⚫ 業務委託計画

➢ 供給物品の集約化・一元化を図りつつ、効率的な搬送動線や管理スペースの確保、関連部

門との配置関係を考慮した施設計画とすることで最適な物品管理体制を構築します。

➢ 民間業者のノウハウ等を活用し、病院職員が本来業務に専念できる環境を整備します。

➢ 安定した経営基盤を構築するため、業務委託の対象範囲については人員配置の効率化や労

務管理の軽減などを考慮して設定します。

⚫ 同規模病院の建築単価等を参考に算定しています。
⚫ 建築資材、人件費などの上昇等により事業費の変動が考えられます。

項目 効果額 備考

事業費

の抑制

本体工事費 82億円
地盤改良や杭工事、外装工事、共用部工事、

設備整備などの抑制

医療機器等

購入費
14億円

リニアックやＭＲＩなどの高額医療機器の

整備台数の削減

有利な財源

の活用

病院事業債

（特別分）
86億円

元利償還金に対する交付税措置の増

（交付税措置率が25％から40％へ引上げ）

地域医療介護

総合確保基金
30億円

基金を活用した補助金の増

（補助率が1/2から3/4へ引上げ）

合 計 212億円

共同経営・統合新病院に係る基本計画（案） 概要版 令和７年２月 青森県・青森市



5

【敷地利用計画】
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